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背景となる医療提供体制の変化
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これからの医療提供体制はどう動くか？

3＊出典：厚生労働省発表資料より
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医療と介護における必要ベッド数の需要と供給

＊出典：厚生労働省発表資料より



医療介護総合確保促進会議資料より（2014年7月25日）

診療報酬改定 医療介護
同時改定

（２０１４） （２０１６）

＊出典：厚生労働省発表資料より

介護報酬改定

5



医療介護総合確保促進会議資料より（2014年7月25日）
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7＊出典：厚生労働省発表資料より



財政制度等審議会財政制度分科会2015年10月9日



医療及び介護に関する各種方針・計画等の関係について

医療法
で定める
基本方針

国

消費税財源活用

地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針

総合確保方針
介護保険法
で定める
基本指針

介護保険
事業計画

市
町
村

市町村計画
・医療介護総合確保区域

・医療及び介護の総合的な確保に関
する 目標及び計画期間

・目標達成のために実施する事業の内
容、 費用の額等

・事業の評価方法 等

整合性の確保

医療計画
介護保険

事業支援計画地域医療構想
（ビジョン）

都
道
府
県

都道府県計画
・医療介護総合確保区域

・医療及び介護の総合的な確保に関
する 目標及び計画期間

・目標達成のために実施する事業の内
容、 費用の額等

・事業の評価方法 等

基
金

整
合
性
の
確
保

提
出

提
出

提
出

交
付 整合性の確保

医療介護総合確保促進会議資料より（2014年7月25日）

9＊出典：厚生労働省発表資料より



10＊出典：厚生労働省発表資料より



＊出典：厚生労働省発表資料より



＊出典：厚生労働省発表資料より



13＊出典：厚生労働省発表資料より



高額医療機器

設置状況の

報告項目あり！

14＊出典：厚生労働省発表資料より



高額医療機器

設置状況の

報告項目あり！

15＊出典：厚生労働省発表資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



17＊出典：厚生労働省発表資料より



医療機器の配置及び安全管理の状況等について

医療計画の見直し等に関する検討会（第3回）資料より

2016年7月15日



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



21出典：厚生労働省保険局医療課課長補佐の資料よりＣＴ・ＭＲＩでは診療所の保有数が多い傾向！



22ＣＴ・ＭＲＩでは診療所の稼働率が悪い傾向！ 出典：厚生労働省保険局医療課課長補佐の資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



医療計画の見直し等に関する検討会（第3回2016年7月15日）資料より



平成28年12月26日
医療計画の見直し等に関する検討会

４ 医療の安全の確保等について

医療機器の安全管理等に関する事項として、高度な医療機器につ
いて、配置状況に加え、稼働状況等も確認し、保守点検を含めた評
価を行うこととする。
CT・MRI等の医療機器を有する診療所については、都道府県におい
て、それらの機器の保守点検を含めた医療安全の取組み状況につい
て、定期的に報告を求めることとする。
なお、限られた医療資源を有効活用することは重要であることか
ら、今後も、医療機器等の配置のあり方等については、研究を行う
ことが必要である。

「医療計画の見直し等に関する意見のとりまとめ」より

診療所でも報告を求めるなら、今
後は病院にも求めるのでは？



「第7次医療計画」に関する医政局通知が発出されました！注目！

http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=231231
厚生労働省は3月31日付けで、ついに「第7次医療計画」についての医政局通
知を発出しました。
特に注目すべき内容は医療安全です。通知と新旧対照表に、「法第30条の4
第2項第11号の医療の安全の確保については、医療機器の安全管理等に関す
る事項として、高度な医療機器について、配置状況に加え稼働状況等も確認し、
保守点検を含めた評価を行うこと。また、CT、MRI 等の医療機器を有する診療
所については、当該機器の保守点検を含めた医療安全の取組状況について、
定期的に報告を求めること。」と明記されました。 これにより高度な医療機器
(CT、MRI等)を保有する診療所（20床未満）は保守点検実施等に関する報告を
義務付けられました。これにより、今後は当然のことながら、高度な医療機器
(CT、MRI等)を保有する20床以上の病院についても報告義務が生じることとな
るでしょう。

医政局通知より抜粋（2017年3月31日付

http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=231231


医政局通知（新旧対照表）より抜粋（2017年3月31日付



医療法施行規則の一部を改正する通知等より抜粋

2016年6月10日付



がん診療提供体制のあり方に関する検討会第7回（2016年7月7日）資料より抜粋



がん診療提供体制のあり方に関する検討会第7回（2016年7月7日）資料より抜粋



がん診療連携拠点病院が担う機能を踏まえ、拠点病院に必要な医療安全の
項目について、特定機能病院の承認要件を参考にしつつご議論頂きたい。

・がん診療連携拠点病院に必要な医療安全の項目とはどのようなものか。
・特定機能病院の要件と同等の医療安全の要件を求めるべきか。
・特定機能病院の承認要件に示されているもの以外に必要な医療安全の項
目はあるか。
・都道府県がん診療連携拠点病院、地域がん診療連携拠点病院の要件は
同様で良いのか、もしくは分けるべきか。

がん診療連携拠点病院等における医療安全に係る課題

がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針（H26年1月）に、医療安全に関
する具体的な要件は無い。

特定機能病院の承認要件と同様に、がん診療連携拠点病院においても、医療
安全に関する項目を定めてはどうか。

がん診療提供体制のあり方に関する検討会第7回（2016年7月7日）資料より抜粋



長崎県での地域医療構想について



出典：地域医療構想に関するＷＧ第4回資料（2017年5月10日）より



出典：地域医療構想に関するＷＧ第4回資料（2017年5月10日）より



出典：長崎県地域医療構想資料（2016年11月）より



出典：長崎県地域医療構想資料（2016年11月）より



出典：長崎県地域医療構想資料（2016年11月）より



地域医療連携推進法人について



「地域医療連携推進法人」の呼称に！

49
厚労省資料より抜粋



「グループ内における
人・金・設備・情報等
の共有・交流・補完・
連携を促進！

50
厚労省資料より抜粋



監
○ 医療連携推進区域（原則地域医療構想区域内）を定め、区域内の病院等の連携推進の方針（医療連携推進方針） 督
を決定

○ 医療連携推進業務等の実施診療科（病床）再編（病床特例の適用）、医師等の共同研修、医薬品等の共同購入、参加

法人への資金貸付（基金造成を含む）、連携法人が議決権の全てを保有する関連事業者への出資等

○ 参加法人の統括（参加法人の予算・事業計画等へ意見を述べる）

地域医療連携推進法人制度について（概要）

・医療機関相互間の機能分担及び業務の連携を推進し、地域医療構想を達成するための一つの選択肢としての、新たな法人の認定制度
・複数の医療機関等が法人に参画することにより、競争よりも協調を進め、地域において質が高く効率的な医療提供体制を確保

（例）医療法人Ａ （例）公益法人Ｂ （例）NPO法人Ｃ ・区域内の個人開業医
・区域内の医療従事者養成機関
・関係自治体 等病院 診療所 介護事業所

参画（社員） 参画（社員）参画（社員） 参画（社員）

参加法人
（非営利で病院等の運営又は地域包括ケアに関する事業を行う法人）

都
道
府
県
知
事

認
定
・

社員総会
（連携法人に関する
事項の決議）

地域医療連携
推進評議会

意見具申
（社員総会は意見を尊重）

地域医療連携推進法人

○ 一般社団法人のうち、地域における医療機関等相互間の機能分担や業務の連携を推進することを主たる目的とする法人として、医療法
に定められた基準を満たすものを都道府県知事が認定
（認定基準の例）
・ 病院、診療所、介護老人保健施設のいずれかを運営する法人が２以上参加すること
・ 医師会、患者団体その他で構成される地域医療連携推進評議会を法人内に置いていること
・ 参加法人が重要事項を決定するに当たっては、地域医療連携推進法人に意見を求めることを定款で定めていること

理事会
（理事３名以上及び
監事１名以上）

連携法人の業務を執行

14

厚労省資料より抜粋



厚労省資料より抜粋



53
厚労省資料より抜粋



４５国立大学と附属大学病院の分離、及び、近隣国立病院と統合=経営の効率化・競争力UP

厚労省資料より抜粋



厚労省資料より抜粋



厚労省資料より抜粋



平成28年度診療報酬改定の概要
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厚生労働省の診療報酬改定に対する視点

効率性
有効性
適正配置
！政策誘導！
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出典：厚生労働省保険局医療課資料より

○高性能機器／高額機器に関する評価のあり方
・イノベーションの評価
・費用対効果
・適正配置／共同利用

○診療実態や特性に応じた評価の導入
・照射単位の評価と包括評価
・適切な診療コストの反映

○質の高い診療へのインセンティブ
・適切な保守管理／被ばく管理の推進
・高い専門性の評価のあり方
・チーム医療の推進

厚生労働省の新たな視点・今後の検討課題
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２０１６年度診療報酬改定率

ネット改定率 ▲０．８４％
実質▲０．８４％＋▲０．１９％＝▲１．０３％
＊ネット改定率は２回連続マイナス

診療報酬本体 ＋０．４９％
医科 ＋０．５６％
歯科 ＋０．６１％
調剤 ＋０．１７％

薬価・材料価格 ▲１．３３％
薬価 ▲１．２２％
材料 ▲０．１１％

2015年12月18日

＊上記のほか、・市場拡大再算定による薬価の見直しにより、▲０．１９％・年間販売額が極め
て大きい品目に対応する市場拡大再算定の特例の実施により、▲０．２８％
＊なお、上記のほか、新規収載された後発医薬品の価格の引下げ、長期収載品の特例的引下
げの置き換え率の基準の見直し、いわゆる大型門前薬局等に対する評価の適正化、入院医療
において食事として提供される経腸栄養用製品に係る入院時食事療養費等の適正化、医薬品
の適正使用等の観点等からの１処方当たりの湿布薬の枚数制限、費用対効果の低下した歯科
材料の適正化の措置を講ずる。



61

今までの診療報酬改定率について

←被用者本人負担が2割に！
（3割負担は2003年～）

←介護保険の導入！

←史上初の診療報酬本体・薬価
の同時マイナス改定！

←大幅マイナス改定！

←10年ぶりのプラス改定！

＊全体改定率の枠
水色がプラス改定
ピンク色がマイナス改定

←僅かながらプラス改定！

←消費税対応分あり（実質-１．２６％）

←実質2回連続マイナス改定

診療報酬

本体

1992 5.00% -2.50% 2.50%
1994 4.80% -2.12% 2.68%
1996 3.40% -2.60% 0.80%
1997 1.70% -1.32% 0.38%
1998 1.50% -2.80% -1.30%
2000 1.90% -1.70% 0.20%
2002 -1.30% -1.40% -2.70%
2004 0.00% -1.00% -1.00%
2006 -1.36% -1.80% -3.16%
2008 0.38% -1.20% -0.82%
2010 1.55% -1.36% 0.19%
2012 1.38% -1.38% 0.00%
2014 0.73% -0.63% 0.10%
2016 0.49% -1.33% -0.84%

年度 薬価基準 全体
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画像診断・放射線治療関連



画像診断

主な施設基準の届出状況等(平成27年分）2016年10月19日付
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65中医協 医療技術評価分科会（2016年1月19日）資料より抜粋

① 新規保険収載等の評価を行う優先度が高いと考えられる技術 （２２３件）



66中医協 医療技術評価分科会（2016年1月19日）資料より抜粋

② 医療技術評価分科会としては、今回改定では対応を行わない技術（４６４件）



医療技術評価提案書（医学会提出内容）
－ＣＴ撮影の見直し－





交換条件として 評価にあたって減点や削除が可能な医療技術として
16列未満、4列以下の撮像料を対象にあげています。

しかし、地域医療全体での適正配置や連携の観点から考えたときに

本当にこれらは削除・減点対象の技術なのでしょうか？
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改定前 改定後

【コンピューター断層撮影】

ＣＴ撮影
イ 64列以上のマルチスライス型の機器の場合
1,000点
（新設）
（新設）

ロ 16列以上 64列未満のマルチスライス型の機器
による場合 900点

ハ ４列以上16列未満のマルチスライス型の機器
による場合 770点
ニ イ、ロ、ハ以外の場合 580点

【注の追加】

【コンピューター断層撮影】

ＣＴ撮影
イ 64列以上のマルチスライス型の機器の場合

(1) 施設共同利用において行われる場合 1,020点
(2) その他の場合 1,000点

ロ 16列以上 64列未満のマルチスライス型の機器
による場合 900点

ハ 4列以上16列未満のマルチスライス型の機器に
よる場合 750点
ニ イ、ロ、ハ以外の場合（4列未満） 560点

【注の追加】
注８ ＣＴ撮影のイの( 1 )については、別に厚生労働
大臣が定める施設基準に適合しているものとして地
方厚生局長等に届け出た保険医療機関において行
われる場合又は診断撮影機器での撮影を目的として
別の保険医療機関に依頼し行われる場合に限り算定
する。

改

新

２０１6年度診療報酬改定内容

放射線撮影等の適正な評価

【Ⅲ－８（重点的な対応が求められる分野／イノベーションの適切な評価）－②】

中医協 総会（2016年2月10日）資料より

Ｅ２００ コンピューター断層撮影（ＣＴ撮影）（一連につき）
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改定前 改定後

【磁気共鳴コンピューター断層撮影】
１．３テスラ以上の機器による場合 1,600点
（新設）
（新設）

２．1.5テスラ以上３テスラ未満の機器による場
合 1,330点

３．１、２以外の場合 920点

【注の追加】

【磁気共鳴コンピューター断層撮影】
１．３テスラ以上の機器による場合
イ 施設共同利用において行われる場合 1,620点
ロ その他の場合 1,600点

２． 1.5テスラ以上3テスラ未満の機器による場
合 1,330点

３．１、２以外の場合 900点

【注の追加】
注５ ＭＲＩ撮影について、別に厚生労働大臣が定める
施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等
に届け出た保険医療機関において、乳房のＭＲＩ撮影
を行った場合は、乳房ＭＲＩ撮影加算として、100点を
所定点数に加算する。
注６ ＭＲＩ撮影の１のイについては、別に厚生労働大
臣が定める施設基準に適合しているものとして地方
厚生局長等に届け出た保険医療機関において行わ
れる場合又は診断撮影機器での撮影を目的として別
の保険医療機関に依頼し行われる場合に限り算定す
る。

改

新

２０１6年度診療報酬改定内容

放射線撮影等の適正な評価

【Ⅲ－８（重点的な対応が求められる分野／イノベーションの適切な評価）－②】

中医協 総会（2016年2月10日）資料より

Ｅ２０２ 磁気共鳴コンピューター断層撮影（ＭＲＩ撮影）（一連につき）
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検査実施側施設
（Ｂ）

施設（機器）の共同利用による診療報酬請求について

検査依頼側施設
（Ａ）

画像検査のみを依頼
（Ａ側で検査料・診断料を請求）

＊転医目的の紹介患者の場合や特別の関係にある医療機関間の場合は
共同利用率の計算から除外！

画像検査と画像読影も依頼
（Ｂ側で初再診料・検査料・診断料・

診療情報提供料等の請求可）
（施設の共同利用の計算に含める？）

転医目的の入院患者・外来患者
（施設の共同利用率に含まれない）

特別の関係にある医療機関の患者
（施設の共同利用率に含まれない）

64列以上ＣＴ検査

3Ｔ以上ＭＲＩ検査

ＰＥＴ検査

＊ＰＥＴ検査については特定機能病院、がん診療連携拠点病院、
高度専門医療研究センターは共同利用の計算が不要！

○

×

×

△？

Ａ医療機関で高度な診断可能？
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当該医療機関と他の医療機関等との間に、以下の関係がある場合を言
います。

・開設者が同一、
・代表者が同一、
・代表者がその親族等の場合、
・理事・監事・評議員・その他役員が10分の3を超える場
合、
・上記に準じて経営方針に重大な影響力を持つ場合
を指します。

なお、「他の保険医療機関等」とは病院、診療所、介護老人保健施設、
指定訪問看護事業者をいいます。
また、「親族等」とは親族関係以外に、事実上の婚姻関係と同等の場
合、使用人及び使用人以外での者で当該役員等から受ける金銭その他
の財産によって生計を維持している者をいいます。・

「特別の関係にある」とは、



74

平成２８年度診療報酬改定『Ｑ＆Ａ』（その１）
2016/3/5日本医師会

※本件についてはすべて厚生労働省当局に確認済みのものである。

〔E200コンピューター断層撮影・E202磁気共鳴コンピューター断層撮影〕
Ｑ．６４列以上のマルチスライスＣＴまたは３テスラ以上のＭＲＩ撮影の場合について、別
に厚生労働大臣が定める施設基準で、当該医療機関において、「画像診断機器の施
設共同利用率について計算式により算出した数値が１００分の１０以上」とあるが、施
設共同利用率とはどのように算出するのか？

Ａ．以下で算出する。
①保有する全ての当該撮影に係る機器を使用した全患者数
②当該撮影の共同利用を目的として他の保険医療機関から検査を依頼された紹介患
者数
③特別の関係にある保険医療機関間での紹介の場合及び画像の撮影を実施する保険
医療機関へ転医目的で紹介された場合に該当する患者数
④施設共同利用率＝（②－③）／（①－③）×１００＝ ％

Ｑ．「診断撮影機器での撮影を目的として別の保険医療機関に依頼する」場合には、診
療情報提供書を添えて、別の保険医療機関での診療のために紹介を行った場合や画
像診断の判読も含めた依頼の場合は含まれるか？

Ａ．患者を紹介した場合は含まれない。別の保険医療機関で撮影のみを行い、当該医
療機関で診断を行うような場合（単なる撮影機器等の設備の提供）である。

日本医師会発行資料（2016年3月5日）より
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通知文書の修正追加部分

厚労省通知文書発出（2016年３月４日）資料より

「１」の「イ」の「(1)」については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合している
ものとして地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関において64列以上のマルチスラ
イス型のＣＴ装置を使用して撮影が行われる場合、又は診断撮影機器での撮影を目的と
して別の保険医療機関に依頼し64列以上のマルチスライス型のＣＴ装置を使用して撮影
が行われる場合に限り算定する。

「１」の「イ」については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして
地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関において３テスラ以上のＭＲＩ装置を使用し
て撮影が行われる場合、又は診断撮影機器での撮影を目的として別の保険医療機関に
依頼し３テスラ以上のＭＲＩ装置を使用して撮影が行われる場合に限り算定する。

「注５」に規定する乳房ＭＲＩ撮影加算は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合
しているものとして地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関において、触診、エックス
線撮影、超音波検査等の検査で乳腺の悪性腫瘍が疑われる患者に対して、手術適応及
び術式を決定するために、1.5テスラ以上のＭＲＩ装置及び乳房専用撮像コイルを使用して
乳房を描出した場合に限り算定する。
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施設基準の修正追加部分

乳房ＭＲＩ撮影加算 100点
第３６の１の２

１ 乳房ＭＲＩ撮影加算に関する施設基準
(１) 1.5テスラ以上のＭＲＩ装置を有していること。
(２) 画像診断管理加算２に関する施設基準を満たすこと。
(３) 関係学会より乳癌の専門的な診療が可能として認定された施設であ
ること。

２ 届出に関する事項
乳房ＭＲＩ撮影加算の施設基準に係る届出は、別添２の様式３８を用いる
こと。

＜再掲＞
「注５」に規定する乳房ＭＲＩ撮影加算は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に
適合しているものとして地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関において、触診、
エックス線撮影、超音波検査等の検査で乳腺の悪性腫瘍が疑われる患者に対して、
手術適応及び術式を決定するために、1.5テスラ以上のＭＲＩ装置及び乳房専用撮像
コイルを使用して乳房を描出した場合に限り算定する。



77厚労省通知文書発出（2016年３月４日）資料より

様式３８の続き
参考資料

日本乳がん学会認定の
乳がん認定施設の
認定年月日のこと！
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２０１6年度診療報酬改定内容

改定前 改定後

【ポジトロン断層撮影、ポジトロン断層・
コンピューター断層複合撮影、ポジトロン
断層・磁気共鳴コンピューター断層複合撮
影、乳房用ポジトロン断層撮影】

当該撮影に使用する画像診断機器の施設共
同利用率について、100分の20以上であるこ
と。

【ポジトロン断層撮影、ポジトロン断層・
コンピューター断層複合撮影、ポジトロン
断層・磁気共鳴コンピューター断層複合撮
影、乳房用ポジトロン断層撮影】

当該撮影に使用する画像診断機器の施設共
同利用率について、100分の30以上である
こと。

２．ポジトロン撮影等について、施設共同利用率の要件を厳格化する。

[経過措置]
平成28年３月31日に施設共同利用率の要件を満たしている保険医療機関については、平
成29年3月31日までの間、当該要件を満たしているものとする。

放射線撮影等の適正な評価

【Ⅲ－８（重点的な対応が求められる分野／イノベーションの適切な評価）－②】

中医協 総会（2016年2月10日）資料より

改
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改定前 改定後

【画像診断管理加算１、加算２及び遠隔画
像診断を行った場合の画像診断管理加算】
別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合
しているものとして地方厚生局等に届出を
行った保険医療機関において、画像診断を
専ら担当する常勤の医師が画像診断を行い、
その結果を文書により報告した場合に加算
する。
［施設基準等］
（新設）

【画像診断管理加算１、加算２及び遠隔画像診断を行っ
た場合の画像診断管理加算】
別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの
として地方厚生局等に届出を行った保険医療機関におい
て画像診断を専ら担当する常勤の医師が、画像診断を行
い、その結果を文書により報告した場合に加算する。

［施設基準等］
夜間又は休日に撮影された画像について、自宅等当該保
険医療機関以外の場所で、画像の読影及び送受信を行う
につき十分な装置・機器を用いた上で、読影した場合も
対象となる。
なお、患者の個人情報を含む医療情報の送受信に当たっ
ては安全管理を確実に行った上で実施する必要がある。

新

２０１6年度診療報酬改定内容

画像診断管理加算の夜間等における負担軽減

第１基本的な考え方
画像診断管理加算の算定に当たっては、現行、常勤の医師が保険医療機関において読影する等の要件
があるが、当該保険医療機関の常勤の医師が夜間休日にICTを活用して自宅等で読影した場合も、院内
での読影に準じて扱うこととする。

第２具体的な内容
画像診断管理加算１、加算２及び遠隔画像診断における画像診断管理加算について、現行、常勤の医
師が保険医療機関において画像診断をするとしているところを、当該保険医療機関の常勤の医師が、
夜間・休日の緊急時に当該保険医療機関以外の場所で、画像を読影した場合も院内の読影に準じて扱
うこととする。

【I－２（医療機能の分化・強化／医療従事者の負担軽減等の推進）－⑦】

中医協 総会（2016年2月10日）資料より



80

改定前 改定後

［画像診断］（例）
【Ｅ００２ 撮影】
新生児加算 30/100
乳幼児加算（３歳未満）15/100
（他３項目）

［放射線治療］
新生児加算 60/100
乳幼児加算（３歳未満）30/100
幼児加算（３歳以上６歳未満）15/100
小児加算（６歳以上１５歳未満）10/100

［画像診断］（例）
【Ｅ００２ 撮影】
新生児加算 80/100
乳幼児加算（３歳未満） 50/100
幼児加算（３歳以上６歳未満） 30/100

［放射線治療］
新生児加算 80/100
乳幼児加算（３歳未満）50/100
幼児加算（３歳以上６歳未満）30/100
小児加算（６歳以上１５歳未満）20/100

改

新

２０１6年度診療報酬改定内容

生体検査、処置及び放射線治療等に係る小児加算の見直し

【Ⅲ－５(重点的な対応が求められる分野／救急医療の推進）)－⑨】

第１基本的な考え方
小児医療のさらなる充実を図るため、生体検査、処置、放射線治療等に係る小児加算等
の見直しを行う。

第２具体的な内容
生体検査料の通則、画像診断・処置料の一部及び放射線治療の通則等に規定されている、
新生児加算、乳幼児加算、幼児加算及び小児加算等について、加算の引き上げを行う。

改

改

中医協 総会（2016年2月10日）資料より

これに伴い、Ｅ００２ 撮影の注の見直し、Ｅ１００ シンチグラム（画像を伴うもの）注の見直し、Ｅ１０１ シングルホトンエミッション
コンピューター断層撮影（同一のラジオアイソトープを用いた一連の検査につき）の注の見直し、第３節コンピューター断層撮影診
断料の通則の見直し、第12部放射線治療の通則の見直しを行う。
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１ ナビゲーションによるもの 2,000点

注) 区分番号Ｋ０５５－２（大腿骨頭回転骨切り術）、Ｋ０５５－３（大腿骨近位部骨切り術、Ｋ０８０の１
（関節形成手術（肩、股、膝））、Ｋ０８１の１（人工骨頭挿入術（肩、股））、Ｋ０８２の１（人工関節置換術
（肩、股、膝））、Ｋ０８２－３の１（人工関節再置換術（肩、股、膝））、Ｋ１３１－２（内視鏡下椎弓切除
術）、Ｋ１３４－２（内視鏡下椎間板摘出（切除）術）、Ｋ１４０（骨盤骨切り術）、Ｋ１４１（臼蓋形成手術）、
Ｋ１４１－２（寛骨臼移動術）、Ｋ１４２（脊椎固定術、椎弓切除術）、Ｋ１４２－３（内視鏡下脊椎固定術）、
Ｋ１５１－２（広範囲頭蓋底腫瘍切除・再建術）、Ｋ１５４－２（顕微鏡使用によるてんかん手術）、Ｋ１５８
（視神経管開放術）、Ｋ１６１（頭蓋骨腫瘍摘出術）、Ｋ１６７（頭蓋内腫瘤摘出術）、Ｋ１６９（頭蓋内腫瘍
摘出術）、Ｋ１７０（経耳的聴神経腫瘍摘出術）、Ｋ１７１（経鼻的下垂体腫瘍摘出術）、Ｋ１７１－２（内
視鏡下経鼻的下垂体腫瘍摘出術）、Ｋ１７２（脳動静脈奇形摘出術）、Ｋ１７４の １（水頭症手術（脳室
穿破術））、Ｋ１９１（脊髄腫瘍摘出術）、Ｋ１９２（脊髄血管腫摘出術）、Ｋ１９３（神経腫切除術）、Ｋ２３
５（眼窩内腫瘍摘出術）、Ｋ２３６（眼窩悪性腫瘍手術）、Ｋ３１３（中耳、側頭骨腫瘍摘出術）、Ｋ３１４
（中耳悪性腫瘍手術（切除））、Ｋ３４０－３～７（内視鏡下鼻・副鼻腔手術Ⅰ型～Ⅴ型）、Ｋ３４２（鼻・副
鼻腔腫瘍摘出術）、Ｋ３４３（鼻・副鼻腔悪性腫瘍手術）、Ｋ３４９（上顎洞開窓術）、Ｋ３５０（前頭洞充填
術）、Ｋ３５１（上顎洞血瘤腫手術）、Ｋ３５２（上顎洞根治手術）、Ｋ３５３（鼻内篩骨洞根治手術）、Ｋ３５
４（篩骨洞根治手術）、Ｋ３５５（鼻内前頭洞根治手術）、Ｋ３５６－２（鼻外前頭洞手術）、Ｋ３５７（鼻内
蝶形洞根治手術）、Ｋ３５８（上顎洞篩骨洞根治手術）、Ｋ３５９（前頭洞篩骨洞根治手術）、Ｋ３６０（篩
骨洞蝶形洞根治手術）、Ｋ３６１（上顎洞篩骨洞蝶形洞根治手術）、Ｋ３６２（上顎洞し骨洞前頭洞根治
手術）、Ｋ３６２－２（経上顎洞的顎動脈結手術）、Ｋ３６３（前頭洞し骨洞蝶形洞根治手術）、Ｋ３６４（汎
副鼻腔根治手術）、Ｋ３６５（経上顎洞的翼突管神経切除術）、Ｋ６９５（肝切除術）、Ｋ６９５－２（腹腔
鏡下肝切除術）及びＫ６９７－４（移植用部分肝採取術）に掲げる手術に当たって、ナビゲーションによる
支援を行った場合に算定する。

現状の診療報酬内容参考資料：Ｋ９３９ 画像等手術支援加算
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２ 実物大臓器立体モデルによるもの 2,000点

注) 区分番号Ｋ１３６（脊椎、骨盤悪性腫瘍手術）、Ｋ１４２の６（椎弓形成術）、Ｋ１４２－２（脊椎側湾
症手術）、Ｋ１５１－２（広範囲頭蓋底腫瘍切除・再建術）、Ｋ１６２（頭皮、頭蓋骨悪性腫瘍手術）、 Ｋ１
８０（頭蓋骨形成手術）、Ｋ２２８（眼窩骨折整復術）、Ｋ２３６（眼窩悪性腫瘍手術）、Ｋ２３７（眼窩縁形
成手術）、Ｋ３１３（中耳、側頭骨腫瘍摘出術）、Ｋ３１４の２（中耳悪性腫瘍手術（側頭骨摘出術））、Ｋ４
０６の２（口蓋腫瘍摘出術（口蓋骨に及ぶもの））、Ｋ４２７－２（頬骨変形治癒骨折矯正術）、Ｋ４３４（顔
面多発骨折観血的手術）、Ｋ４３６（顎骨腫瘍摘出術）、Ｋ４３７（下顎骨部分切除術）、Ｋ４３８（下顎骨
離断術）、Ｋ４３９（下顎骨悪性腫瘍手術）、Ｋ４４０（上顎骨切除術）、Ｋ４４１（上顎骨全摘術）、Ｋ４４２
（上顎骨悪性腫瘍手術）、Ｋ４４３（上顎骨形成術）、Ｋ４４４（下顎骨形成術）に掲げる手術に当たって、
実物大臓器立体モデルによる支援を行った場合に算定する。

通知
(１) 画像等手術支援加算は、当該技術の補助により手術が行われた場合に算定するものであり、当該
技術が用いられた場合であっても、手術が行われなかった場合は算定できない。 することで、手術を補
助する目的で用いることをいう。
(２) ナビゲーションによるものとは、手術前又は手術中に得た画像を３次元に構築し、手術の過程にお
いて、３次元画像と術野の位置関係をリアルタイムにコンピューター上で処理することをいう。
(３) 実物大臓器立体モデルによるものとは、手術前に得た画像等により作成された実物大臓器立体モ
デルを、手術を補助する目的で用いることをいう。
(４) 患者適合型手術支援ガイドによるものとは、手術前に得た画像等により作成された実物大の患者
適合型手術支援ガイドとして薬事法の承認を得ている医療機器を、人工膝関節置換術又は再置換術を
補助する目的で用いることをいう。

現状の診療報酬内容参考資料：Ｋ９３９ 画像等手術支援加算



83

改定前 改定後

【注の見直し】
２ 実物大臓器立体モデルによるもの 2,000点

注区分番号Ｋ１３６、Ｋ１４２の６、Ｋ１４２－２、Ｋ１５
１－２、Ｋ１６２、Ｋ１８０、Ｋ２２８、Ｋ２３６、Ｋ２３７、Ｋ
３１３、Ｋ３１４の２、Ｋ４０６の２、Ｋ４２７－２、Ｋ４３４、
Ｋ４３６からＫ４４４までに掲げる手術に当たって、実物
大臓器立体モデルによる支援を行った場合に算定する。

【新設】

２ 実物大臓器立体モデルによるもの 2,000点

注区分番号０５５－２（大腿骨頭回転骨切り術）、Ｋ０
５５－３（大腿骨近位部（転子間を含む。）骨切り術）、
Ｋ１３６、Ｋ１４２の６、Ｋ１４２－２、Ｋ１５１－２、Ｋ１
６２、Ｋ１８０、Ｋ２２８、Ｋ２３６、Ｋ２３７、Ｋ３１３、Ｋ
３１４の２、Ｋ４０６の２、Ｋ４２７－２、Ｋ４３４、Ｋ４３
６からＫ４４４までに掲げる手術に当たって、実物大
臓器立体モデルによる支援を行った場合に算定する。

Ｋ９３９－６ 凍結保存同種組織加算 9,960点
注別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し
ているものとして地方厚生局長等に届け出た保
険医療機関において、心臓、大血管、肝臓、胆
道又は膵臓の手術に当たって、凍結保存された
同種組織である心臓弁又は血管を用いた場合に
算定する。

新

２０１6年度診療報酬改定内容

中医協 総会（2016年2月10日）資料より

Ｋ９３９ 画像等手術支援加算

新
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診療報酬改定参考資料

診療情報提供書（Ⅰ）に関する参考資料

Ｂ００９ 診療情報提供料(Ⅰ) 250点

注
１ 保険医療機関が、診療に基づき、別の保険医療機関での診療の必要を認め、こ
れに対して、患者の同意を得て、診療状況を示す文書を添えて患者の紹介を行った
場合に、紹介先保険医療機関ごとに患者１人につき月１回に限り算定する。

７ 保険医療機関が、患者の退院日の属する月又はその翌月に、添付の必要を認め、
患者の同意を得て、別の保険医療機関、精神障害者施設又は介護老人保健施設に
対して、退院後の治療計画、検査結果、画像診断に係る画像情報その他の必要な

情報を添付して紹介を行った場合は、200点を所定点数に加算する。

８ 区分番号Ｂ００５－４に掲げるハイリスク妊産婦共同管理料(Ⅰ)の施設基準に適
合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関が、ハイリスク妊産
婦共同管理料(Ⅰ)に規定する別に厚生労働大臣が定める状態等の患者の同意を
得て、検査結果、画像診断に係る画像情報その他の必要な情報を添付してハイリス
ク妊産婦共同管理料(Ⅰ)に規定する別の保険医療機関に対して紹介を行った場合

は、当該患者の妊娠中１回に限り200点を所定点数に加算する。



85厚労省通知文書発出（2016年３月４日）資料より



86日本医師会資料より抜粋



87厚労省通知文書発出（2016年３月４日）資料より

通知文書の修正追加部分

Ｂ００９ 診療情報提供料(Ⅰ) の追加部分

(23) 「注14」に規定する地域連携診療計画加算は、あらかじめ地域連携診療計画
を共有する連携保険医療機関において、区分番号「Ａ２４６」の注４に掲げる地域連携
診療計画加算を算定して退院した入院中の患者以外の患者について、地域連携診
療計画に基づく療養を提供するとともに、患者の同意を得た上で、退院時の患者の状
態や在宅復帰後の患者の状況等について、退院の属する月又はその翌月までに当該
連携保険医療機関に対して情報提供を行った場合に算定する。

(24) 「注15」に規定する検査・画像情報提供加算は、保険医療機関が、患者の紹介
を行う際に、検査結果、画像情報、画像診断の所見、投薬内容、注射内容及び退院
時要約等の診療記録のうち主要なもの（少なくとも検査結果及び画像情報を含むもの
に限る。画像診断の所見を含むことが望ましい。また、イについては、平成30年４月以
降は、退院時要約を含むものに限る。）について、①医療機関間で電子的に医療情報
を共有するネットワークを通じ他の保険医療機関に常時閲覧可能なよう提供した場合、
又は②電子的に送受される診療情報提供書に添付した場合に加算する。なお、多数
の検査結果及び画像情報等を提供する場合には、どの検査結果及び画像情報等が
主要なものであるかを併せて情報提供することが望ましい。



88厚労省通知文書発出（2016年３月４日）資料より

施設基準の修正追加部分

検査・画像情報提供加算及び電子的診療情報評価料に関する施設基準

(１) 他の医療機関等と連携し、患者の医療情報に関する電子的な送受信又は閲覧が可能なネット
ワークを構築していること。なお、電子的な送受信又は閲覧が可能な情報には、原則として、検査結
果、画像情報、投薬内容、注射内容及び退院時要約が含まれていること。（退院時要約については
平成30年３月までは含まれていなくてもよい。診療所にあっては、画像情報・退院時要約については
閲覧できるのみでもよい。）また、画像診断の所見についても含まれていることが望ましい。

(２) 電子的方法によって、個々の患者の診療に関する情報等を他の保険医療機関に提供する場合
は、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守し、安全な通信環境を
確保すること。また、保険医療機関において、個人単位の情報の閲覧権限の管理など個人情報の保
護が確実に実施されていること。

(３) 常時データを閲覧できるネットワークを用いる際に、ストレージを活用する場合には、原則として
厚生労働省標準規格に基づく標準化されたストレージ機能を有する情報蓄積環境を確保すること
（ただし、当該規格を導入するためのシステム改修が必要な場合は、それを行うまでの間はこの限りで
ない。）、また、診療情報提供書を送付する際には、原則として、厚生労働省標準規格に基づく診療
情報提供書様式を用いること。

(４) 情報の提供側の保険医療機関においては、提供した診療情報又は閲覧可能とした情報の範
囲及び日時が記録されており、必要に応じ随時確認できること。また、情報を提供された側の保険医
療機関においては、提供を受けた情報を保管している、又は閲覧した情報及び閲覧者名を含むアク
セスログを一年間記録していること。これらの記録について、（１）のネットワークを運営する事務局が
保険医療機関に代わって記録を行っている場合は、当該加算・評価料を算定する保険医療機関は、
当該事務局から必要に応じて随時記録を取り寄せることができること。
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91疑義解釈資料の送付について（その１）より（2016年3月31日付）

【検査･画像情報提供加算】

（問100）保険医療機関が、他の保険医療機関に対し診療情報提供書及び検査結果等を
別々の日に提供した場合は算定可能か。

（答）診療情報提供書及び検査結果等は、原則同日に提供する必要がある。検査結果等
を提供する側の保険医療機関が、電子的に医療情報を共有するネットワークを通じ電子的
に常時閲覧可能なよう提供する場合は、他の保険医療機関が閲覧できるよう速やかに提
供する必要がある。
なお、当該保険医療機関が、当該検査結果等に関する情報を電子的な診療情報提供書
に添付する場合には、必然的に診療情報提供書及び検査結果等を同日に提供することと
なる。

（問101）検査結果等をCD-ROMで提供した場合は算定可能か。
（答）算定不可。

（問102）以下の場合は、電子的に送受される診療情報提供書に添付した場合に該当す
るか。
① 電子的に提供する診療情報提供書に、検査結果等の診療記録のうち主要なものを電
子的方法により埋め込み（貼り付け）を行い、電子署名を付与し、安全な通信環境を確保
した上で送付した場合。
② 電子的に提供する診療情報提供書に、検査結果等の診療記録のうち主要なものの
ファイルを添付し、電子署名を付与し、安全な通信環境を確保した上で送付した場合。

（答）いずれも該当する。



92疑義解釈資料の送付について（その１）より（2016年3月31日付）

【検査･画像情報提供加算】

（問103）以下の場合は、医療機関間で電子的に医療情報を共有するネットワーク
を通じ他の保険医療機関に常時閲覧可能なよう提供した場合に該当するか。
電子的に提供する診療情報提供書に電子署名を付与し、安全な通信環境を確保
して送付した上で、検査結果等の診療記録のうち主要なもののデータについては、
当該保険医療機関が参加している医療機関間で電子的に医療情報を共有する
ネットワークの有するシステムへアップロードし、当該診療情報提供書及び検査結果
等の提供を受ける別の保険医療機関が常時閲覧できるようにした場合。

（答）該当する。

（問104）署名又は記名・押印を要する文書については、電子的な署名を含む。その
場合、厚生労働省の定める準拠性監査基準を満たす保健医療福祉分野の公開鍵
基盤（HPKI：Healthcare Public Key Infrastructure）による電子署名を施すこととさ
れたが、当該基準を満たす電子署名を施すことが出来るものとして、どのようなもの
が該当するのか。

（答）平成28年３月時点において、一般社団法人医療情報システム開発センター
（MEDIS）HPKI電子認証局の発行するHPKI署名用電子証明書及び日本医師会の
発行する医師資格証が該当する。



93疑義解釈資料の送付について（その１）より（2016年3月31日付）

【電子的診療情報評価料】

（問105）別の保険医療機関より、検査結果等をCD-ROMで提供された保険医療機
関が、当該検査結果等を当該医療機関の診療情報を閲覧するシステムに取り込み、
当該検査結果等を診療に活用した場合も算定可能か。

（答）算定不可。

（問106）保険医療機関が、同一月に同一患者について、同一の紹介先保険医療
機関に診療情報提供書を複数回提供した場合には、月１回に限り診療情報提供料
（Ⅰ）の算定が可能だが、例えば月２回目以降の情報提供など、当該保険医療機関
において診療情報提供料（Ⅰ）が算定できない場合であっても、診療情報提供書の
提供を受ける際に検査結果等の診療情報のうち主要なものを電子的方法により提
供された紹介先保険医療機関において、当該検査結果等を診療に活用した場合に
は、その都度、電子的診療情報評価料を算定できるか。

（答）算定不可。検査結果等の電子的な方法による閲覧等の回数にかかわらず、区
分番号「Ｂ００９」に掲げる診療情報提供料（Ⅰ）を算定する他の保険医療機関から
の１回の診療情報提供に対し、１回限り算定する。



診療放射線技師の評価を
如何に勝ち取るか？

それは撮影料における
「技術」と「モノ」の議論

から始まった！
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「撮影手技」
は

技術に限りなく近い？
モノ に限りなく近い？

「撮影手技」
は

「検像」技術
ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ診断・読影技術？

ソフト臨床評価へ
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モノ？

診療報酬上での評価

→誰がやっているのか！
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患者視点・診療報酬制度簡素化・等を踏まえて、新たな視点でのホスピタルフィーの位置付けを
考慮した「画像精度管理料」の新設を要望する。

保存
精度管理

ホスピタル・フィー
（画像精度管理料）

ドクター・フィー
（診断料）

（材料代・電子画像管理加算）

更に一歩進めての包括評価へ
・電子画像管理加算

→電子画像精度管理料
・モノ代としての評価

→画像の精度管理・質確保等の技術
評価

デジタル撮影における位置付け

撮影料
デジタル一般撮影

ＣＴ・ＭＲＩ・ＲＩ撮影

診断料
画像診断管理加算

フィルム代

電子画像
管理加算

撮影料
デジタル一般撮影

ＣＴ・ＭＲＩ・ＲＩ撮影

診断料
画像診断管理加算

画像精度
管理料}ＯＲ

「画像精度管理料」という新たな概念案

「精度保証」が重要！
診断に至る各種補助

選択

インテリジェント診断支援

デジタル撮影における位置付け

診断料
画像診断管理加算

フィルム代

電子画像管理加算

画像精度
管理料

ＯＲ

撮影料
デジタル一般撮影

ＣＴ・ＭＲＩ・ＲＩ撮影

撮影料
デジタル一般撮影

ＣＴ・ＭＲＩ・ＲＩ撮影

診断料
画像診断管理加算

モノとしての評価 技術としての評価

ﾓﾆﾀの品質管理
ﾓﾆﾀの精度管理
診断画像の検像
医療情報の管理
画像運用の管理

ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ診断支援
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座談会テーマ
●イノベーションの定義変更
●画像診断・治療機器の医療への貢献と役割
●チーム医療の実現と評価
●医療安全の評価の進化の必要性
●画像精度と技術料評価としての位置づけ
●診断目的の明確化があっての機器の性能評価
●撮影手技の主役は診療放射線技師
●診断・撮影・管理の評価のあり方の再考
●費用対効果評価の必要性
●高額医療機器と税制・控除の考え方

保険局医療課との座談会では



企画官語録の抜粋を紹介する。

・枠組みの見直しは、財政中立でやることも可能なので、行政として真剣に検討し
やすい分野である。

・枠組みの話は同時に「組み換え」という説明が付ければ受け入れやすい。
・本質的な問題は、線量管理、精度管理、医療安全、等 医療の質向上である。こ
れらを強調して提案して欲しい。

・陽子線、重粒子線は既に先進医療になって10年経過。どこかの時点で保険適用、
保険外自由診療の選択をする。

・治療法のないものの診断はあまり意味がない。費用対効果の議論は避けられない.
・診断機器の評価のあり方を見直していくきっかけとしてｿﾌﾄｳｴｱの話は重要である.
・機器の性能評価については「何をとるのか」ということが重要と考える。
・中医協の医療技術評価提案書はあくまでも技術料の世界なので、学会の責任にお
いて取り纏められる。

・保守管理をきちんとやっているところと、そうでないところと、同じ評価とはお
かしい。

・画像の精度が低いところと、そうでないところと、同じ評価とはおかしい。
・技術料に踏み込む話なので遠慮して欲しいということがあったが、さまざまな機
会にｱｲﾃﾞｱを寄せてほしい。

・今の仕組みでおかしな部分を見直す根拠を知りたい。
・学会だけでなく各方面からよいｱｲﾃﾞｱや提案をしていただきたい。

保険局医療課との座談会では



平成2８年度診療報酬改定に関する要望書

公益社団法人日本診療放射線技師会

平成27年6月

日本診療放射線技師会の基本的考え方
添付資料
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医療技術の診療報酬上の評価について

平素より本会の活動に格別のご理解、ご協力を賜り、深く感謝申しあげます。
本会は国民に対する医療安全の確保、医療技術を適切に提供するための環境整備、

がん対策基本法にも十分に対応すべく疾患の早期発見、早期治療に寄与する観点等を
踏まえ専門技術の向上・医療安全への推進を行っており、近年では米子、金沢、札幌、
鹿児島、松江、大分において開催された放射線技師総合学術大会において、毎回、貴
省よりご講演並びにご討議の場を提供していただいており、厚くお礼申し上げます。
これまでの診療報酬改定におきましては専門技術という点に関し、撮影・検像・画像処
理を主に行っている診療放射線技師の業務が適正に評価されていないことが非常に重
要な問題と感じており、特に内科・外科・整形外科などからの依頼がそのほとんどを占め
る一般的なエックス線撮影においてはデジタル技術の普及により、エックス線によるデジ
タル撮影があたかも自動的に撮影ができ、そこに専門技術は存在しないかのように誤解
される憂慮すべき問題が内在しており、診療放射線技師の医療技術評価をお願いしま
す。
医療機器（特にCT装置、MRI装置）の保守維持管理に関しては、前回の改定において

診療放射線技師の専任が規定されましたが、まだまだ十分とはいえません。次回改定
におきましては、医療安全の観点から、さらに診療放射線技師の専門性が評価されるよ
うお願いします。

平成27年6月

平成28年度診療報酬改定に向けて

公益社団法人日本診療放射線技師会
会長 中 澤 靖 夫 101



１．医療安全のための管理体制の構築について
１）放射線関連の医療機器安全管理についての取り組みへの評価
２）検像等に係わる画像精度管理についての取り組みへの評価
３）医療放射線による被ばく管理についての取り組みへの評価

２．インテリジェント診断支援技術加算の新設

３．管理区域外での撮影（ポータブル撮影・在宅撮影とする）の評価

４．算定要件中に「診療放射線技師」の表記を明確化
１）ＣＴ、ＭＲＩ撮影の施設要件につぃて
２）ＣＴ、ＭＲＩ撮影の急性期脳梗塞への対応について
３）冠状動脈CT撮影加算における施設要件
４）心臓ＭＲＩ撮影加算における施設要件
５）外傷全身CT加算における施設要件

５．継続的な討議の場の設定

平成28年度診療報酬改定に向けた要望事項

誰がやっているのか！

これが重要！



撮影技術の専門性と熟練度の評価

平成１８年診療報酬改定ショック

マルチスライス？

1.5テスラー？

撮影料=装置性能と規定

撮影部位
撮影目的
撮影機器

X線デジタル撮影の技術なし？

スイッチを押せば撮れる。？

撮影技術評価の見直し

診療放射線技師の教育課程においてX線撮影
技術学を学び、卒後OJTにより実践トレーニン
グを積み臨床に求められる撮影が可能となる。

撮影技術
撮影方法
操作技術

技術差

一枚、一枚の臨床画像は全てオーダーメード
103

資料 検像等に係る画像精度管理についての診療放射線技師の取り組みへの評価



デジタルエックス線撮影のワークフロー

チェック項目 内容

画像表示方向 プロトコールに従いフィルムをシャーカステンに置く方向に揃える。

画像順序 表示する順序も準プロトコール化し送信する。

画質 WW/WLが最適になるように調整し送信する。

状態 臨床に求められた画像が適正に表示されている。

サーバー送信直前の最終チェック項目

日常点検事前のチェック項目

モニター精度管理・イメージングプレート管理・読み取り装置管理・情報システム連携チェック

デジタルX線撮影業務は従来のフィルム法より実際のプロセスは増加している。

撮影時チェック項目

撮影条件の適正化（被ばく低減）・濃度補正・階調処理・周波数処理・情報システム連携
チェック・マルチ周波数処理

医師が必要とする診断プロセスに対応した表示方向、順序、画質を提供する。

画像診断 104

資料 検像等に係る画像精度管理についての診療放射線技師の取り組みへの評価



モニタの品質管理の必要性

資料 検像等に係る画像精度管理についての診療放射線技師の取り組みへの評価

19



「放射線線量管理」に関する診療報酬上の位置付けは？

電子画像
管理加算？

画像診断
管理加算？

診療放射線技師による
検像を含むデジタル画
像管理体制への評価

専門医は診断のみならず
読影画像と被ばく線量の
適切な管理責任がある！

＜画像診断管理加算の施設基準＞
・放射線科を標榜している保険医療機関であること。
・画像診断を専ら担当する常勤の医師が1名以上配置されていること。
・画像診断管理を行うにつき十分な体制が整備されていること。
・当該保険医療機関以外の施設に読影又は診断を委託していないこと。

106

＜参考資料＞要望書には含めていない！



資料 インテリジェント診断支援技術加算の新設

診断支援技術の評価

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

CT画像の処理･解析に関わる時間

2014年12月 2011年2月

回答施設数
2014年 864施設
2011年 600施設

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

MRI画像の処理･解析に関わる時間

2014年12月 2011年2月

回答施設数
2014年 864施設
2011年 600施設

画像処理・解析は診療
放射線技師が担当

年月の経過により装置の進歩もあ
り、処理・解析時間は短くなってい
るが、各モダリティ画像の特徴を知
り尽くし、かつ手術に必要な解剖
学的知識を持った診療放射線技
師の役割は変わらない
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2014年 CT検査 98%

MRI検査 99%

2011年 CT検査 99%

MRI検査 98%



0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

2分未満

2-4分

5-6分

7-8分

9-10分

11-15分

15-20分

20分以上

1%

1%

5%

3%

1%

33%

26%

29%

1件当たりの平均検査時間

放射線室に戻るまでの時間
797施設

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

2分未満

2-4分

5-6分

7-8分

9-10分

11-15分

15-20分

20分以上

6%

24%

40%

3%

1%

6%

1%

19%

1件当たりの平均検査時間

撮影のみの時間
797施設

10分以上の拘束時間は単に空間的移動時間の影響にとどまらない

患者移動動
作介助

感染防止
対策

周囲への
被ばく管理

撮影技術以外の知識が求められる

資料 管理区域外での撮影（ポータブル撮影・在宅撮影とする）の評価

病室での撮影

27



0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

10分未満

10-19分

20-29分

30-49分

50-99分

100分以上

6%

36%

28%

9%

1%

19%

1件当たりの平均検査時間
572施設

0% 10% 20% 30% 40% 50%

10分未満

10-19分

20-29分

30-49分

50-99分

100分以上

6%

2%

2%

16%

41%

33%

1件当たりの平均検査時間
425施設

ポータブル撮影 外科用イメージ使用

手術室での業務は拘束時間が長い

現在の需要と今後のハイブリッド手術室などの普
及を考えれば専従の配置が望まれる

感染防止
対策

周囲への
被ばく管理

装置の安
全管理

同じことを
繰り返して
はならない

資料 管理区域外での撮影（ポータブル撮影・在宅撮影とする）の評価

手術室での撮影

患者被ばく
管理

28



急性期脳梗塞への対応：画像診断の流れ

流れ
患者搬送
検査準備

CT撮影
画像処理
転送保管

画像診断
患者移動
検査準備

MRI撮影
画像処理
転送保管

確定診断、
治療方針
の決定

担当
医師
看護師
技師

技師 技師 医師
医師
看護師
技師

技師 技師 医師

備考
技師による被曝、安全管理
出血の有無を確認

診断
サポート

技師による高磁場検査室入室の
安全管理／血管撮影，梗塞の確認

診断
サポート

資料 算定要件中に「診療放射線技師」の表記を明確化

24時間体制を実施

実施

73%

実施

66%

CT検査

MRI検査

5 

88 

186 

175
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0 50 100 150 200

10未満

10-20
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31-40

40以上

CT検査

MRI検査

検査時間

N=852施設

N=570施設

N=689施設

N557施設

416 

233 

20 

14

6

0 100 200 300 400

10分未満

10-20分

21-30分

31-40分

40分以上

画像処理・診断
支援に診療放射
線技師が必須

405 

110 

20 

11

33

0 200 400 600

10件未満

21-30件

31-50件

51-100件

100件以上

急性期脳梗塞プロトコル使用し
た頭部CTの月当たり平均件数

N579施設
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10～20分

21～30分

31～60分

61以上

1%

9%

13%

35%

42%

冠動脈CT撮影

0% 20% 40% 60% 80%

10未満

10～20分

21～30分

31～60分

61以上

4%

72%

1%

14%

8%

外傷全身CT撮影
181施設

0% 10% 20% 30% 40% 50%

10未満

10～20分

21～30分

31～60分

61以上

0%

15%

17%

45%

21%

大腸CT撮影

冠動脈CT撮影、大腸CT撮影は、CT装

置、画像解析装置の進歩にも関わら
ず、検査準備開始から画像処理完了ま
で60分以上の時間を必要としている

撮影技術の知識だけ
でなく医学解剖学的
な知識が求められる

資料 算定要件中に「診療放射線技師」の表記を明確化

検査準備開始から画像処理完了までの時間

31
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１ ナビゲーションによるもの 2,000点
２ 実物大臓器立体モデルによるもの 2,000点

～平成24年度改定～



113

肝切除手術における画像支援ナビゲーション
対象疾患、施設基準等

イ 対象となる負傷、疾病又はそれらの症状
肝がん、肝内胆管がん又は生体肝移植ドナーである者に係るもの

ロ 施設基準
(１) 主として実施する医師に係る基準
① 専ら消化器外科に従事し、当該診療科について十年以上の経験を有すること。
② 消化器外科専門医であること。
③ 当該療養について一年以上の経験を有すること。
④ 当該療養について、当該療養を主として実施する医師として症例を実施していること。

(２) 保険医療機関に係る基準
① 消化器外科及び麻酔科を標榜していること。
② 実施診療科において、常勤の医師が二名以上配置されていること。
③ 臨床工学技士が配置されていること。
④ 病床を二十床以上有していること。
⑤ 当直体制が整備されていること。
⑥ 緊急手術体制が整備されていること。
⑦ 二十四時間院内検査を実施する体制が整備されていること。
⑧ 医療機器保守管理体制が整備されていること。
⑨ 医療安全管理委員会が設置されていること。
⑩ 当該療養について五例以上の症例を実施していること。

～平成24年度改定～

診療放射線技師の

職種の掲載は無い！



イノベーションの評価
ソフトウェアの単体医療機器化と医療技術評価への影響

114

医薬品医療機器等法による
ソフトウェアの単独医療機器化 2014年11月25日

包括評価（A1.A2）から医療技術評価（C2）
としてのソフトウェア評価への道筋ができた

中医協 専門組織におけるC2（新技術・新機能）
でのソフトウェア含む改良技術評価が可能となる

2015年11月6日

画像診断領域から手術等の治療領域での
３Ｄ画像処理等を含むソフトウェア評価が重要

放射線部門内での画像処理技術から
各診療科での治療に直結する画像処理技術へ

画像診断用ＷＳ
は包括評価

技術料としての
点数評価へ

診療放射線技
師の技術料とし
ての点数評価



診療放射線技師の技術評価の可視化に向けて

115

医療機器の保守点検・放射線線量の被ばく管理・
感染防止対策等の業務の確実な遂行の実行性

専門技術の向上を何処に生かすか？
治療現場に携わる各診療科の医師への提供！

同じ医療機器でも携わる技師のスキルによって成果画像
にバラツキがあることに対する標準化の必要性

診療現場・治療現場における医師への支援が重要
如何に痒い所に手が届くメッセージ性を築くか！

診療・治療・手術・処置等のあらゆる医療現場において
有効な画像提供が出来るかが可視化へのキー

各科の医師とのコミュ
ニケーションの重要性

解剖学的・診療的に
治療に有用な読影の
補助が重要となる

診療報酬上の技師の
技術評価へ繋がる

やってて当たり前、
やってなきゃ減点

全体の底上げによる
技術評価へと進展



診療放射線技師の撮影手技
は「技術」としての評価が必要！
「モノ」としての評価ではない！

「検像」もせずに垂れ流して
確定保存していませんか？
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技術評価の可視化へ向けて

インテリジェント診断支援・読影の補助
ソフトウェアによる臨床評価へ

撮影・読影補助・治療に至る
全体のフローへの関わりが重要！

最終的な治療を念頭においた
撮影・画像処理が必須となる！

施設内で放射線技師の存在価値
の重要性が益々高まっています！

オーダーが来たからただ

撮影するだけですか？

オーダーを出した医師が

どのような画像を必要と

しているかを理解した

情報提供の重要性！

診療科の医師への痒い処へ
手が届くメッセージ性を強く意識！

画像精度管理

解剖学的知識

カンファレンス参加
存在価値の明確化！

技術評価の可視化！
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技術評価の可視化への総括と今後の課題
総括：
撮影から治療に至るあらゆるプロセスへの関与が重要！

誰が何をやっているのかを診療報酬上の評価において明確化！

「医療技術評価」に関するあらゆるアプローチの遂行が必須！

画像精度管理の充実により、更なる高次元へとステップアップ！

今後の課題：

線量管理
機器管理
感染対策
その他安全管理
読影の補助
画像精度管理

本当に管理できていますか？

誰がやっているのかを明確に！

（評価上はやってて当たり前！）

治療のためにどこまでをやっているか？

情報は各診療科に信頼されているか？

常に高い技術を持って患者に接し、

医療現場で真剣に取り組んでいるのは

診療放射線技師であることの明確化

診療放射線技師の業務拡大

他職種との連携・チームワーク

診療報酬上の技術評価へ！

今後は医療技術の可視化が重要！



感染防止関連



ＪＡＲＴアンケートにおける
感染防止関連

（2016年12月実施分）



アンケート対象医療機関概要
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0 50 100 150 200 250 300

無床

20床未満

20～99床

100～199床

200～299床

300～499床

500 床以上

問1 病床数別施設数

無床 99

20床未満 44

20～99床 192

100～199床 261

200～299床 163

300～499床 223

500 床以上 138
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全体Ｎ数：１１２０施設



アンケート対象医療機関概要

全体Ｎ数：１１２０施設

87

224

250

412

95

40

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

特定機能病院

地域医療支援病院

一般病院（200床以上）

一般病院（200床未満）

無床診療所

有床診療所

問2 医療機能別施設数

特定機能病院 87

地域医療支援病院 224

一般病院（200床以上） 250

一般病院（200床未満） 412

無床診療所 95

有床診療所 40
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割合
検出器（フラットパネ
ル・CRカセッテ）の清
拭の頻度

ポータブル装置
の清拭の頻度

立位の撮影装置
の清拭の頻度

寝台の清拭
の頻度

１患者ごと行っている 14.1% 16.8% 14.1% 13.1%

行っていない 2.2% 7.1% 1.5% 1.2%

感染者を撮影した後行っ
ている

83.7% 76.1% 84.3% 85.7%

14.1%

16.8%

14.1%

13.1%

2.2%

7.1%

1.5%

1.2%

83.7%

76.1%

84.3%

85.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

検出器（フラットパネル・CRカセッテ）の清拭の

頻度

ポータブル装置の清拭の頻度

立位の撮影装置の清拭の頻度

寝台の清拭の頻度

問13-1～問13-4 感染への対応について

１患者ごと行っている 行っていない 感染者を撮影した後行っている

一般撮影



96%

1%3%

問9-1 圧迫板の清拭の頻度

１患者ごと行っている

行っていない

感染者を撮影した後

行っている

乳房撮影

89%

3%
8%

問9-2 検出器の清拭の頻度

１患者ごと行っている

行っていない

感染者を撮影した後

行っている

89.4%

96.3%

2.9%

0.5%

7.7%

3.2%

84% 86% 88% 90% 92% 94% 96% 98% 100%

検出器の清拭の頻度

圧迫板の清拭の頻度

問9-1～問9-2 感染への対応について

１患者ごと行っている 行っていない 感染者を撮影した後行っている



血管撮影

61%

1%

38%

問13 X線-TV検査における感染への対応（寝台の清拭頻度）

１患者ごと行っている

行っていない

感染者を撮影した後行ってい

る

割合

１患者ごと行っている 544 61.2%

行っていない 12 1.3%

感染者を撮影した後行っている 333 37.5%

889 100%



955

817

57

24

0 200 400 600 800 1000 1200

手指衛生を実施

機器の清掃を実施

実施していない

その他

問15 検査・治療の開始または終了後に装置の清掃、手洗い等の感染予

防対策を実施していますか（複数選択可）

手指衛生を実施 955

機器の清掃を実施 817

実施していない 57

その他 24

1853

検査・治療の開始または終了後の感染予防対策



感染予防対策として定期的な教育訓練
実施内容の評価・検証について

703

238

215

60

0 100 200 300 400 500 600 700 800

定期的巡回を実施

自己評価を実施

行っていない

その他

問16 感染に関する定期的な教育訓練が行われ、実施内容の評価・検証

が行われていますか（複数選択可）

定期的巡回を実施 703

自己評価を実施 238

行っていない 215

その他 60
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感染防止対策に関するガイドライン一覧



薬機法
（医薬品医療機器等法）
品質／有効性／安全性の確保

販売・修理・特定保守管理医療機・添付文書

医療法
医療提供の基本的遵守事項
保守点検／医療安全含む

診療報酬
医療行為に対する評価・収入

安全管理の評価と要件

改正薬事法Ｈ１７／４
機器の分類

業態の位置づけ
添付文書の提供

情報提供
トラッキング

改正医療法Ｈ１９／４
良質で安心・信頼のできる医療
安全確保のための要求事項

・医療安全確保
・院内感染の防止
･医薬品の安全管理

・医療機器の保守点検・安全使用

診療報酬改定Ｈ２０／４
診療報酬上での評価

質の評価・体制の評価・法的整合性
（良質で医療安全確保のための体制整備）

・医療安全対策 加算
・医療機器安全管理料１
・医療機器安全管理料２

義務履行の確保
義務違反に対する新たな措置

医療監視時の指導
医療法遵守の徹底

義務履行の確保
義務違反に対する罰則措置

不具合報告の対応
添付文書の改定

報酬取得のための要件が満たせない場合
医療収入の損失

医療安全の不備を結果として証明
「良質・安心でない」「感染防止してない」

医療の信頼の喪失
医療崩壊

診療報酬改定Ｈ２２／４
・医療安全対策加算の充実
・感染防止対策加算の新設
・医薬品安全性情報等管理体制加算の新設
・医療機器安全管理料１の再評価
・医療機器安全管理料２の再評価

診療報酬改定Ｈ２４／４
医療安全対策の更なる充実
・感染防止対策加算の別体系評価新設

感染防止対策加算１の新設
感染防止対策加算２の新設
感染防止対策地域連携加算の新設

安全については薬事法・医療法・診療報酬のバランスが重要
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感染防止対策の重要性の再認識

放射線部門においては
管理区域内・区域外を問わず
感染防止対策について、
ますます重要となっているが、
十分な対応はとられていない。
また、抗菌未対応製品も多く、
今後の対応が急がれる！

医療機関において、
ＳＩＡＡマークを取得した製品が
徐々に増え始めています。

今後は認定を受けた製品を

はじめとして、各種取り組み

を通じて、「評価」へと広げる

ことがこれまで以上に重要！

例：抗菌材料へのC2評価等

〇ＳＩＡＡ取得

×未取得

〇ＳＩＡＡ取得

〇ＳＩＡＡ取得

×未取得×未取得×未取得

ＦＰＤ Ｘ線防護衣

病棟情報端末キーボードカバー点滴台ストレッチャー防護衝立回診車



終わり

ご清聴有難うございました！
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